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馬券払戻金の所得区分と外れ馬券の必要経費性について  

平成 28 年（行ヒ）第 303 号所得税更正処分等取消請求上告受理事件（上告人・国） 

同 29 年 12 月 15 日最高裁第二小法廷判決（棄却・確定・納税者勝訴）  

平成 30 年 2 月 8 日 MJS 租税判例研究
会 発表者 石黒 秀明 

本事件は、納税者 A が、馬券の的中による払戻金に係る競馬所得（以下「本件所得」と

いう。）を雑所得として申告したところ、処分行政庁から、本件所得は一時所得に該当し、

外れ馬券の購入代金を総収入金額から控除できないとして更正処分等を受けた事案である。 

本事件の類似事件（以下「類似事件」という。）として、大阪市在住の男性（以下「別

件当事者」という。）が、平成 19 年分ないし平成 21 年分の馬券の的中による払戻金に係

る所得を申告しなかったとして起訴された事件があり、同事件について平成 27 年 3 月 10

日に最高裁が、当該所得は雑所得に該当し、外れ馬券の購入代金も雑所得に係る総収入金

額から控除されるという判断を示した1（最高裁平成 26 年（あ）第 948 号同 27 年 3 月 10

1 当該類似事件の事実及び最高裁の判断の概要は以下のとおり（平成 27 年 5 月国税庁「競馬の馬

券の払戻金に係る課税の取扱い等について」（別紙 1）による：一部記述を変更）。  

（事実関係） 

・ 被告人（納税者）は、自宅のパソコンでインターネットを介してチケットレスでの購入が可能

で代金及び当たり馬券の払戻金の決済を銀行口座で行える日本中央競馬会が提供するサービスを

利用し、馬券を自動的に購入できる市販のソフトを使用して馬券を購入していた。

・被告人は、同ソフトを使用して馬券を購入する際、回収率（馬券の購入代金の合計額に対する払

戻金の合計額の比率）を高めるように、インターネット上の競馬情報配信サービス等から得られた

データを自らが分析した結果に基づき、同ソフトに条件を設定してこれに合致する馬券を抽出させ、

自らが作成した計算式によって購入額を自動的に算出していた。

・この方法により、被告人は、毎週土日に開催される中央競馬の全ての競馬場のほとんどのレース

について、数年以上にわたって大量かつ網羅的に、1 日当たり数百万円から数千万円、1 年当たり

10 億円前後の馬券を購入し続けていた。

・被告人は、このような購入の態様を取ることにより、当たり馬券の発生に関する偶発的要素を可

能な限り減殺しようとするとともに、購入した個々の馬券を的中させて払戻金を得ようとするので

はなく、長期的に見て、当たり馬券の払戻金の合計額と外れ馬券を含む全ての馬券の購入代金の合

計額との差額を利益とすることを意図し、実際に本件の公訴事実とされた平成 19 年から同 21 年

の 3 年間は、平成 19 年に約 1 億円、同 20 年に約 2,600 万円、同 21 年に約 1,300 万円の利益を上

げていた。

（最高裁の判断）  

・所得税法上、利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与所得、退職所得、山林所得およ

び譲渡所得以外の所得で営利を目的とする継続的行為から生じた所得は、一時的所得ではなく雑所

得に区分されるところ、営利を目的とする継続的行為から生じた所得であるか否かは、文理に照ら

し、行為の期間、回数、頻度その他の態様、利益発生の規模、期間その他の状況等の事情を総合考

慮して判断するのが相当である。

・被告人が馬券を自動的に購入するソフトを使用し、独自の条件設定と計算式に基づいてインター

ネットを介し長期間にわたり多数回かつ頻繁に、個々の馬券の的中に着目しない網羅的な購入をし

て当たり馬券の払戻金を得ることにより多額の利益を恒常的に上げ、一連の馬券の購入が一体の経

済活動の実態を有するといえるなどの本件事実関係の下では、払戻金は営利を目的とする継続的行

為から生じた所得として所得税法上の一時所得ではなく雑所得に当たる。

・本件においては、外れ馬券を含む一連の馬券の購入が一体の経済活動の実態を有するのであるか

ら、外れ馬券を含む全ての馬券の購入代金の費用が当たり馬券の払戻金という収入に対応するとい

うことができ、本件外れ馬券の購入代金は所得税法 37 条第 1 項の必要経費に当たり、雑所得の計

算上、同法第 35 条第 2 項第 2 号により、その収入金額から控除される。
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日第三小法廷判決・裁判所時報 1623 号 52 頁。以下当該判決を「別件最高裁判決」といい、

事件を「別件最高裁判決事件」という。）ことから、類似する本事件に対する裁判所の判

断が注目されていた。 

1 事実の概要 

1. 納税者 A は、自宅のパソコン等を用いてインターネットを介して馬券を購入すること

ができるサービス2を利用し、平成 17 年から同 22 年までの 6 年間にわたり、中央競馬

のレースで、１節3当たり数百万円から数千万円、１年当たり合計 3 億円から 21 億円程

度となる多数の馬券を購入し続けた4。

2. A による馬券の購入方法はおおむね次のとおりである。

(1) 日本中央競馬会に登録された全ての競走馬や騎手の特徴、競馬場のコースごとのレー

ス傾向等に関する情報を継続的に収集し、蓄積する。

(2) 上記情報を自ら分析して評価し、レースごとに ①競争馬の能力、②騎手（技術）、

③コース適性、④枠順（ゲート番号）、⑤馬場状態への適性、⑥レース展開、⑦競争馬

のコンディション等の考慮要素を評価、比較することにより着順を予想する。  

(3) 予想の確度の高低と予想が的中した際の配当率の大小との組合せにより、購入する馬

券の金額、種類および種類ごとの購入割合等を異にする複数の購入パターンを定め、こ

れに従い、当該レースにおいて購入する馬券を決定する。

(4) 馬券購入の回数および頻度については、偶然性の影響を減殺するために、年間を通じ

てほぼ全てのレースで馬券を購入することを目標とし、上記の購入パターンを適宜併用

することで、年間を通じての収支（当たり馬券の払戻金の合計額と外れ馬券を含む全て

の有効馬券の購入代金との差額）で利益が得られるように工夫する。

3. A は、上記の馬券の購入により、平成 17 年から同 22 年までの各年において、全ての

有効馬券の購入代金の合計額に対する当たり馬券の払戻金の合計額の比率である回収

率がいずれも 100％を超えており、その収支上、全ての年で利益を得ていた5。

4. A は、本件所得は雑所得に該当し、外れ馬券の購入代金が必要経費に当たるとして総

所得金額および納付すべき税額を計算し、平成 17 年分から同 21 年分までの所得税に係

る申告期限後の確定申告および同 22 年分の所得税に係る申告期限内の確定申告を行っ

た。

5. これに対し、所轄税務署長は、本件所得は一時所得に該当し、上記の各年分の一時所

得の金額の計算において外れ馬券の購入代金を一時所得に係る総収入金額から控除す

ることはできないとして、同 17 年分から同 22 年分までの所得税に係る各更正および無

2 当たり馬券の払戻金等をその後の馬券の購入に充てることや、馬券の購入代金および当たり馬券

の払戻金等の決済を節ごとに銀行口座で行うことを可能にするもの。  
3 競馬開催日又はこれが連続する場合における当該連続する競馬開催日を併せたもの等をいう。  
4 日本中央競馬会に記録が残る平成 21 年の１年間においては、中央競馬の全レース 3,453 レース

のうち 2,445 レース（全レースの約 70.8%％）で馬券を購入した。  
5 平成 17 年：約 1,800 万円、同 18 年：約 1,500 万円、同 19 年：約 1 億 2,000 万円、同 20 年：

約 1 億円、同 21 年：約 2 億円、同 22 年：約 5,500 万円。 
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申告加算税の各賦課決定ならびに同 22 年分の所得税に係る更正および過少申告加算税

の賦課決定を行った。  

6. A はこれを不服とし、所轄税務署長に対する異議申立てを行ったが棄却決定、次いで

国税不服審判所長に対する審査請求を行ったが棄却裁決を受けたため、出訴に及んだ。

平成 27 年 5 月 24 日東京地裁判決6で国側勝訴（棄却・納税者側控訴）、同 28 年 4 月

21 日東京高裁判決7で納税者側勝訴（原判決取り消し・国側上告）。

2 争点 

争点 1：本件所得は一時所得か雑所得（利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給

与所得、退職所得、山林所得及び譲渡所得以外の所得（以下「利子所得等」という。）で、

営利を目的とする継続的行為から生じた所得）か。（本件所得の一時所得該当性） 

争点 2：本件所得に係る所得金額の計算上、本件所得に係る総収入金額から外れ馬券の購

入金額を控除することができるか。（本件所得の計算上控除すべき馬券購入代金の範囲） 

3 当事者の主張の要点 

3.1 争点 1（本件所得の一時所得該当性）について 

3.1.1 課税庁側の主張：本件所得は一時所得に該当する。  

1. 競馬では、いかに周到な準備に基づいて情報の分析を行い、レース結果を

予想したとしても、馬券購入者には左右し得ない的中という偶然の事象が発生しなけれ

ば払戻金は発生しないから、払戻金の発生は、不確実、不安定であることをその本質と

するものであって、およそ継続的、安定的なものではない。  

2. また、競馬においては、各レースの結果は相互に影響せず、それぞれの払戻金は完全

に別個独立に発生するものであるから、一つの払戻金という収入を発生させた原因行為

は、当該的中馬券を購入した個々の行為のみであり、レースの結果払戻金が発生すれば

そこで完結し、多数回の馬券購入行為を総体的に観察しても、その性質が変わるもので

はない。

3. したがって、馬券購入行為は、客観的にみて継続的、安定的に収入を発生させ得る行

為とはいえないから、「営利を目的とする継続的行為」とはいえず、これによって生じ

た馬券の的中による払戻金は、「営利を目的とする継続的行為から生じた所得」ではな

く、「営利を目的とする継続的行為から生じた所得以外の一時の所得」である。

4. 仮に馬券の的中による払戻金が「営利を目的とする継続的行為から生じた

所得」になる余地があったとしても、原告と別件当事者とでは、馬券購入行為の態様に

相違があるほか、原告が本訴訟において馬券購入行為の態様等を明らかにする客観的な

資料の不存在を自認していることからすると、別件当事者の馬券の的中による払戻金と

6 平成 24 年（行ウ）第 849 号所得税更正処分等取消請求事件  
7 平成 27 年（行コ）第 236 号所得税更正処分等取消請求控訴事件  
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は異なり、原告の本件所得は「営利を目的とする継続的行為から生じた所得」には当た

らない。 

5. A は、本件所得を構成する収入である払戻金の支払者である JRA に対して何ら役務提

供をしていないし、そもそも競馬の払戻金は、購入した馬券が的中することによって生

ずるものであるから、本件競馬所得は「労務その他の役務又は資産の譲渡の対価として

の性質を有しないもの」である。

6. したがって、本件所得は、「営利を目的とする継続的行為から生じた所得以外の一時

の所得」であり、かつ、「労務その他の役務又は資産の譲渡の対価としての性質を有し

ないもの」であるから、一時所得に該当する。

3.1.2 納税者側の主張：本件所得は雑所得に該当する  

1. A は、中央競馬の競走馬や騎手、レースを分析した上、的中率が低いと判断される

レースを除き、中央競馬における１年間のほぼ全てのレースにおいて、独自のノウハウ

に基づいて着順の予想をし、6 年間にわたり、馬券を大量に機械的かつ継続的に購入し

ており、原告にとって馬券の購入は、遊興的、娯楽的性格を一切帯びるものではなく、

専ら投資としての性質を有するものであった。  

2. A は現実に、平成 17 年から平成 22 年までの間、多額の利益を上げていた8ことからす

ると、原告の馬券購入行為は、営利を目的とした継続的行為であり、それによって生じ

た本件競馬所得は「営利を目的とする継続的行為から生じた所得」といえる。

3. また、本件競馬所得は、原告独自のノウハウに基づく予測行為及び馬券購

入行為という一連の行為（労務）の対価としての性質を有するから、「労務その他の役

務又は資産の譲渡の対価としての性質を有しないもの」に該当しない。  

4. したがって、本件競馬所得は、「営利を目的とする継続的行為から生じた所得以外の

一時の所得」ではなく、「労務その他の役務又は資産の譲渡の対価としての性質を有し

ないもの」でもないから、一時所得に該当せず、雑所得に該当する。

3.2 争点 2（本件所得の計算上控除すべき馬券購入代金の範囲）について 

3.2.1 課税庁側の主張：外れ馬券購入代金は総収入金額から控除されない  

1. 本件所得は雑所得ではなく一時所得であり、一時所得の総収入金額から控除されるの

は「その収入を得るために支出した金額」に限られるところ、原告が当該払戻金を得る

ために支出したのは的中馬券の購入代金だけであるから、外れ馬券の購入代金は一時所

得に係る総収入金額から控除されない。

2. 仮に、本件所得が雑所得に該当するとしても、外れ馬券の購入代金は、「総収入金額

を得るため直接に要した費用」でも、「所得を生ずべき業務について生じた費用」でも

ないから、所得税法 37 条 1 項の規定する必要経費には算入されず、雑所得に係る総収

入金額から控除されない。

8 納税者側は、競馬における払戻金の期待値は約 75%であるところ、A が緻密かつ経済的価値のあ

る独自のノウハウを築き上げ、平成 17 年から同 22 年までの各年において約 130%（多いときで

140%）の払戻金の交付を受けていた点を主張している。  
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3.2.2 納税者側の主張：外れ馬券購入代金は総収入金額から控除される  

1. 本件所得は雑所得であるところ、A が本件競馬所得を得るためには外れ馬券は必然的

に生じるものであり、外れ馬券を含む購入した全馬券の購入代金が払戻金を得るために

必要不可欠な支出であったといえるから、外れ馬券を含めた全馬券の購入代金が払戻金

を得るために「直接に要した費用」に該当し、所得税法 37 条 1 項の規定する必要経費

に算入され、雑所得に係る総収入金額から控除される。

2. 仮に本件所得が一時所得であったとしても、原告は、独自のノウハウに基づき、１年

を通じて、機械的、継続的に大量の馬券を購入していたことからすると、１年間に購入

した全ての馬券の購入代金が「その収入を得るために支出した金額（その収入を生じた

行為をするため、又はその収入を生じた原因の発生に伴い直接要した金額に限る。）」

に該当するものとして、一時所得に係る総収入額から控除されることになる。

3. また、仮に外れ馬券の購入代金が所得から控除されないと、A に数十億円の所得税が

課されるほか、地方税も課されることになるが、A が平成 17 年から平成 22 年に競馬で

得た利益（手元に残る金銭）は約 5.7 億円であったことからすると、上記のような課税

は原告の担税力を超えた財産権を侵害する不当な課税といえる。

4 最高裁の判断9 

4.1 争点 1（本件所得の一時所得該当性）について 

4.1.1 判断 

本件所得は、営利を目的とする継続的行為から生じた所得として、所得税法 35 条 1 項

にいう雑所得に当たると解するのが相当である。  

4.1.2 判示要旨 

1. 所得税法上、利子所得等以外の所得で、営利を目的とする継続的行為から生じた所得

は、一時所得ではなく雑所得に区分されるところ（34 条 1 項、35 条 1 項）、営利を目

的とする継続的行為から生じた所得であるか否かは、文理に照らし、行為の期間、回数、

頻度その他の態様、利益発生の規模、期間その他の状況等の事情を総合考慮して判断す

るのが相当である10。

2. 本件被上告人に係る状況は以下のとおり。

9 原審・東京高裁は、A ないし本件所得について以下のように述べ、本件所得は雑所得に該当し、

外れ馬券の購入代金も必要経費としてその総収入金額から控除できると判示していた。 

① 6 年間にわたり多数の中央競馬のレースで単一又は複数の種類の馬券を購入し続けていたに

もかかわらず当該期間各年の回収率が 100%を超え多額の利益を恒常的に得ていたことから、期待

回収率が 100%を超える馬券を有効に選別し得る何らかのノウハウを有していたことが推認でき、

具体的な馬券購入履歴が保存されていなくてもその陳述をにわかに排斥することは困難である。

② 期待回収率が 100%を超える馬券を有効に選別し得る独自のノウハウに基づいて長期間にわた

り多数回かつ頻繁に当該選別に係る馬券の網羅的な購入をして多額の利益を恒常的にあげており、

このような一連の馬券の購入は一体の経済活動の実態を有するといえる。

③ 別件最高裁判決に係る別件当事者が、馬券を自動的に購入するソフトを使用する際に用いた独

自の条件設定と計算式も、期待回収率が 100%を超える馬券を有効に選別し得る独自のノウハウと

いい得るものであり、その馬券の購入方法に本質的な違いはない。
10 別件最高裁判決・刑集 69 巻 2 号 434 頁参照 
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(1) 予想の確度の高低と予想が的中した際の配当率の大小の組合せにより定めた購入

パターンに従って馬券を購入することとした。 

(2) 偶然性の影響を減殺するために、年間を通じてほぼ全てのレースで馬券を購入する

ことを目標として、年間を通じての収支で利益が得られるように工夫した。 

(3) 6 年間にわたり、1 節当たり数百万円から数千万円、1 年当たり合計 3 億円から 21

億円程度となる多数の馬券を購入し続けた。

3. このような被上告人の馬券購入の期間、回数、頻度その他の態様に照らせば、被上告

人の上記の一連の行為は、継続的行為といえるものである。

4. 被上告人は、上記 6 年間のいずれの年についても年間を通じての収支で利益を得てい

た上、その金額も、少ない年で約 1,800 万円、多い年では約 2 億円に及んでいたという

のであるから、上記のような馬券購入の態様に加え、このような利益発生の規模、期間

その他の状況等に鑑みると、被上告人は回収率が総体として 100％を超えるように馬券

を選別して購入し続けてきたといえるのであって、そのような被上告人の上記の一連の

行為は、客観的にみて営利を目的とするものであったということができる。

4.2 争点 2（本件所得の計算上控除すべき馬券購入代金の範囲）について 

4.2.1 判断 

本件における外れ馬券の購入代金は、雑所得である当たり馬券の払戻金を得るため直接

に要した費用として、所得税法 37 条 1 項にいう必要経費に当たると解するのが相当であ

る。 

4.2.2 判示要旨 

1. 所得税法は、雑所得に係る総収入金額から控除される必要経費について、雑所

得の総収入金額に係る売上原価その他当該総収入金額を得るため直接に要した費 

用の額等とする旨を定めている（35 条 2 項 2 号、37 条 1 項）。 

2. 本件において、被上告人は、偶然性の影響を減殺するために長期間にわたって多数の

馬券を頻繁に購入することにより、年間を通じての収支で利益が得られるように継続的

に馬券を購入しており、そのような一連の馬券の購入により利益を得るためには、外れ

馬券の購入は不可避であったといわざるを得ない。

5 検討 

本稿では、本件所得が雑所得と認定された場合の外れ馬券購入費の必要経費性（争点 2）

についての議論の余地は限定的と判断し、争点 1 を対象に、別件最高裁事件との事実関係

の比較を行いつつ、一審と控訴審・上告審で別れた判断を中心として検討を行う。  

5.1 平成 27 年 5 月通達改正と一審原告敗訴理由 

 国税庁は従来、競馬の馬券の払戻金については、払戻金を得るにあたって行った馬券購

入行為の態様や規模にかかわらず、一律に「一時所得」として取扱っていた（所得税法 34
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条第１項、所得税基本通達 34－1）別件最高裁判決を受けて、以下のとおり通達の改正を

行っていた（以下、当該通達を「改正通達」という。）。 

所得税基本通達 34－1（一時所得の例示） 

次に掲げるようなものに係る所得は、一時所得に該当する。  

(2） 競馬の馬券の払戻金、競輪の車券の払戻金等（営利を目的とする継続的行為から生

じたものを除く。）  

（注）1 馬券を自動的に購入するソフトウエアを使用して独自の条件設定と計算式に

基づいてインターネットを介して長期間にわたり多数回かつ頻繁に個々の馬券の的

中に着目しない網羅的な購入をして当たり馬券の払戻金を得ることにより多額の利

益を恒常的に上げ、一連の馬券の購入が一体の経済活動の実態を有することが客観的

に明らかである場合の競馬の馬券の払戻金に係る所得は、営利を目的とする継続的行

為から生じた所得として雑所得に該当する。  

2 上記(注)1 以外の場合の競馬の馬券の払戻金に係る所得は、一時所得に該当すること

に留意する。 

【注】アンダーライン部分が最高裁平成 27 年 3 月 10 日判決を受けて付加された部分  

本件と別件最高裁事件の事実関係の相違点と、それに依拠する一審・東京地裁における

A の敗訴理由は以下の 2 点である11。 

1. A は収集した種々の情報に基づき、レース毎に①馬の能力、②騎手（技術）、③コー

ス適性、④枠順（ゲート番号）、⑤馬場状態への適性、⑥レース展開、⑦補正、⑧その

日の馬のコンディションという考慮要素に基づいて各競争馬を評価した後、中央競馬の

競走馬毎に作成したコース別シミュレーションによって補正をし、レースの結果を予想

してその確度に応じた馬券の購入パターンにより、馬券の種類に応じて購入条件となる

倍率を決めた購入基準に基づき、どのように馬券を購入するのかを「個々に」判断して

おり、コンピューターソフトを使用して自動的に馬券を購入していたわけではない。  

  このような馬券購入態様は、一般的な競馬愛好家による馬券購入の態様と質的に大き

な差があるとは認められず、自動的、機械的に馬券を購入していたとまではいえない。 

2. A のインターネット決済口座には、節ごとの入金額及び出金額が各節の直後の金融機

関営業日に記載されるのみで、馬券を購入した競争ごとの入金額及び出金額は記載され

ない。また、A は馬券の購入履歴や収支について、帳簿等の作成を行っておらず、何ら

の資料も保存していないため、個々の競争に係る購入履歴や収支は不明である 12。

11 東京地裁は以下の 2 点の理由により、A による一連の馬券の購入が、一体の経済活動の実態を有

するというべきほどのものとまでは認められない、と結論付けている。  
12 このため、課税庁は本件インターネット口座の履歴から把握することができる最小単位である各

節における払戻金の総額から、当該節において馬券の購入に要した購入代金の総額を控除して一時

所得の額を計算していたが、課税庁が本件所得を一時所得と主張するならば、個々のレースを対象

に所得額を計算すべきであって、本件ではそれによる課税処分の違法性も問題にされるべきではな

かったかとの疑念がもたれる。  
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  このため、A が実際にどの馬券を購入したのか、どのような数、種類の馬券を購入し

ていたのか、競馬場やレースについて機械的・網羅的に馬券を購入していたのか不明で

あり、A が陳述するような方法で馬券を購入していたのかは客観的な証拠がなく認めら

れない。 

5.2 大数の法則と独自の競馬利益獲得ノウハウ 

 前項一審の納税者敗訴判決に対し、控訴審・上告審では一転納税者側が勝訴することに

なったが、この理由は、A が本件で 6 年間を通じて多額の利益を上げてきた事実を基に、

回収率が総体として 100％を超えるように（つまりは独自の競馬利益獲得ノウハウに基づ

いて）馬券を選別して購入し続けてきたと判断・評価されたことにあるといえよう。  

 当該判断・評価の基底には、統計学における「大数の法則」があると考えられる。  

「大数の法則」とは、「確率 p で起こる事象において、試行回数を増やすほど、その事象

が実際に起こる確率は p に近づく」というもので、「母平均がμ（ミュー）である集団か

ら標本を抽出する場合、サンプルサイズ（＝標本の大きさ）が大きくなるにつれて、標本

平均は母平均μに近づく」ということもできる。  

競馬の一般な払戻金の期待値が 75%であるから、何の作為もなく長期間、多回数、頻繁

に馬券の購入を行った場合、その回収率は 75％に収束するはずであり、本件 A のような

馬券購入の状況で、100%を超える回収率を実現することは科学的にあり得ず、そこに A

が独自の競馬利益獲得ノウハウを有する根拠を見出すことができる。  

（参考） 

1. 大数の法則の数学的な定式化は以下のとおりとなる。

期待値 μ であるような可積分な独立同時分布確率変数列  X1, X2, ... の算術平均 

 のとる値は、十分大きな n まで考えれば、ほとんどの n でおおよそ μ である（[Xn] 

が μ  から大きく外れるような  n の現れる確率は n を無限に大きくすると  0 に近づく）

（大数の弱法則）： 

また同じ条件下で、n → ∞ とするとき、[Xn] は μ にほとんど確実に（almost surely, 

確率 1 で）収束する（大数の強法則）： 

2. さいころ投げによる実例を示すと以下のとおりとなる13。

13 https://bellcurve.jp/statistics/course/8541.html（「統計 WEB」から引用） 
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1 回から 1000 回までさいころを投げる、という計 1,000 件の実験を行い、それぞれの

回数での出た目の平均値をプロットしたのが次図である。このグラフを見るとわかるとお

り、回数が増えるにつれてだんだんと出る目の平均が 3.5 あたりに収束していく。  

このように、さいころを投げる回数を増やすほど各目の出る回数は  に近づくため、出

る目の平均値は、 

に近づくことになる。 

5.3 判決の評価 

筆者は別件最高裁判決事件が争われていた時点で、競馬において長期間にわたり継続

的・安定的に 100%を超える回収率を実現させることは統計学的にありえず、その払戻金

による所得は臨時的・偶発的・恩恵的な一時所得の性質を有しないと考えていた。  

その意味で、6 年間を通じて多額の利益を上げてきた事実を基に、A に独自の競馬利益

獲得ノウハウの保有とその活用による馬券購入に、営利を目的とする継続的行為性を認め

た本件判決に大きな意義を認めるところである。本判決を受けて、国税庁は、「馬券を自

動的に購入するソフトウエアを使用して」と規定している改正通達を、さらに改正する必

要に迫られるであろう。  

 その一方で、課題も見られる。営利を目的に利益獲得のための馬券購入システムを構築

し活用しても、一定の購入回数・一定の期間に 100％を超える回収率を実現できなければ、

その払戻金を雑所得ではなく一時所得と判断される可能性があるということである。一人

の納税者が同様のシステムを用いているにもかかわらず、ある年分は「一時所得」、ある

年分は「雑所得」と判断されることは不公平であり、これは複数の納税者間についても同

様である。 

 予測可能性や課税の公平の担保のため、通達等での馬券払戻金に係る所得の判断基準の

一層の精緻化が求められるところであるが、それが困難であれば、別件最高裁判決事件を

契機に議論されたように、当該所得の非課税化も再度検討に加えられるべきであろう。  
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（関係法令） 

所得税法第 34 条（一時所得） 

1  一時所得とは、利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与所得、退職所得、

山林所得および譲渡所得以外の所得のうち、営利を目的とする継続的行為から生じた所得

以外の一時の所得で労務その他の役務又は資産の譲渡の対価としての性質を有しないもの

をいう。 

所得税法 35 条（雑所得） 

1  雑所得とは、利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与所得、退職所得、山

林所得、譲渡所得および一時所得のいずれにも該当しない所得をいう。  

2  雑所得の金額は、次の各号に掲げる金額の合計額とする。  

二 その年中の雑所得（公的年金等に係るものを除く。）に係る総収入金額から必要経

費を控除した金額  

所得税法 37 条（必要経費） 

1 その年分の不動産所得の金額、事業所得の金額又は雑所得の金額（事業所得の金額お

よび雑所得の金額のうち山林の伐採又は譲渡に係るもの並びに雑所得の金額のうち第三十

五条第三項（公的年金等の定義）に規定する公的年金等に係るものを除く。）の計算上必

要経費に算入すべき金額は、別段の定めがあるものを除き、これらの所得の総収入金額に

係る売上原価その他当該総収入金額を得るため直接に要した費用の額およびその年におけ

る販売費、一般管理費その他これらの所得を生ずべき業務について生じた費用（償却費以

外の費用でその年において債務の確定しないものを除く。）の額とする。  
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